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第1 報1)では石炭プロ ジェクトの経済性を評価する方法 として、最 も信頼性 のあるFIRR 法（財務
内部収益率法）について触れた。 この方法は現在でも、PayBackPeriod 法（投資回収期間法）と並
んで重用されているプロジェクトの評価方法である。しかし、FIRR 法は当該プロジェ クトの開発主
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①生産量 （ProductionTonnage ）………（PROD ）
②資本費 （CapitalCost ）……… （CC ）
③直接費 （OperatingCost ）……… （OC ）
















Bt ＝（R －C2 ）－（C1 十c. 十C3 ）…… …（3 ）
こ こにBt:
キャ ッシュ フロ ーR
： 収入 （税 後利 益 ）c,
： 直接 費c.
： 減 価償 却費Ca
： 税 金
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すると、Table.2 のように（i）＝15％の値を外挿してNPV （15％）を求めると、NPV （15%）＝100.6




一方、Table.2 は事業収入（R ）、コスト、減価償却などの総和がTable.1 と全く同様で、ただ年次
別の収 入などが異なり、操業初期のCashFlow が大きく、操業末期で小さくなる事例を示す。この
場合、現在価値 に直すための現価率が効いてきてTable.I のROR （i） よりも良 くなることは自明
であ る。このような変化に対し、同様条件のsec 法で はどのような値 が得られるかを後ほど検証し
てみる。Table.2
のROR （i）の値は16.25％となる。従って、sec 法で同様の計算を行 うとサプ ライコ ス
トはTable.1 の場合よりも相対的 に小さな値とならなけ ればならない。
次に、Table.3 はTable.2 の状 態と逆のヶ－スすなわち収入等の総和はTable.1,2 と同じである




























































































































































する後半の収益が大きいわけであるから、ROR(i) は小さくなり、計算の結果ROR(i) ＝14.0% で
あった。従って同じ条件でサプライコストを求め、これがROR と同じ傾向を示すものであるなら
ば、大きな値が得られなければならない。
さて、サプライコストは各Table の出炭量並びにコスト(直接費c. 、設備投資額c^ 、税金)のデー
タを用い、(2)式によって求められる。計算上の留意点として各Table 毎のサプライコストは(2)式の(i)
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